
生産性向上について
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＊この動画は、「VOICEVOX:波音リツ」を
使用して作成しています。



介護分野における「生産性向上」

一般的な「生産性向上」とは成果(Output)÷投入量(Input) ＝労働生産性の比率を高

めること。

↓介護分野の特性を考慮し生産性を定義

「利用者に質の高いケアを届ける」という介護現場の価値を重視し、介護分野の生産

性向上を「介護の価値を高めること」と定義。

「人材育成とチームケアの質の向上」「情報共有の効率化」に取組み、「介護サービ

スの質の向上」と「人材の確保・定着」を目指す。

介護分野の生産性向上を進めるための３つの観点

①人材不足の中でも介護サービスの質の維持・向上を実現するマネジメントモデルの構築

②ロボット・センサー・ICTの活用

③介護業界のイメージ改善と人材確保
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令和9年4月1日
から義務化対象サービス

・認知症対応型共同生活介護
・小規模多機能型居宅介護
・看護小規模多機能型居宅介護
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
・短期入所生活介護
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利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す
る方策を検討するための委員会（以下、委員会という。）の設置

• 構成員

管理者やケア等を行う職種を含む幅広い職種により構成することが望ましく、各事業所の

状況に応じ必要な構成メンバーを検討すること。

• 開催頻度

定期的に開催することが必要であるが、開催する頻度については、本委員会の開催が形骸

化することがないよう留意した上で各事業所の状況を踏まえ、適切な開催頻度を決めるこ

とが望ましい。

→年１回以上(各年度に最低１回)は開催をお願いします。

• 開催形態

テレビ電話装置等を活用して行うことができる。

他に事業運営に関する会議（事故発生の防止のための委員会等）を開催している場合、こ
れと一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、他のサービス事業者との連
携等により行うことも差し支えない。
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利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資
する方策を検討するための委員会（以下委員会という。）の設置

• 議論の進め方

「介護サービス事業における生産性向上に資
するガイドライン」を参考に取組を進めてく
ださい。

ガイドラインは、

介護分野における生産性向上ポータルサイト

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/index.html

を開き、左端の目次から「取組に活用可能な
各種ツール」を押して、「生産性向上に資す
るガイドライン」を押すとダウンロードでき
るHPに移動します。

他にも、取組の好事例や生産性向上に関する
お知らせ等が載っています。
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①

②

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/index.html


利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資
する方策を検討するための委員会（以下委員会という。）の設置
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ガイドラインがダウンロードできるページ
に、左記の委員会のポイント・事例集もあ
ります。

委員会の設置概要、実施の流れ等が確認で
きます。

これらの資料を活用し、

令和９年４月１日以降は確実に委員会を

◆年１回以上開催

◆運営指導の際は、委員会を開催された
日時・参加メンバーを記録した関係資
料をご提示いただき、生産性向上の取
組をご説明ください。



◆みえ介護生産性向上支援センター
https://www.kaigo-center.or.jp/shibu/mie/contents/13.html

•業務改善に関する相談
「何から手をつければ良いかわからない」「具体
的な方法が思いつかない」といったお悩みに対応。

•委員会やプロジェクトの進行に関
する助言

• ICT・介護ロボット導入支援
事業所に適した製品選定の支援、導入後の活用方
法アドバイス、国や県の補助金制度について情報
提供。
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生産性向上推進体制加算

加算(Ⅱ) 10単位/月
取得要件

✓委員会を開催し、必要な安全対策を講じた上、（加算未取得時より細かな条件あり）

✓対象の介護機器のうち1つ以上導入し、

✓生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行い、

✓１年に一度、業務改善の取組の実績を示すデータを厚生労働省に報告する。

加算(Ⅰ) 100単位/月
取得要件

✓加算(Ⅱ)で提出するデータ等により業務改善の取組による成果が確認された上で、

✓委員会を開催し、必要な安全対策を講じた上、（加算未取得時より細かな条件あり）

✓対象の介護機器３つすべてを導入し、

✓生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行い、

✓職員間の適切な役割分担の取組等を行うとともに、

✓１年に一度、業務改善の取組の実績を示すデータを厚生労働省に報告する。 8



生産性向上推進体制加算
対象の介護機器について（3種類）

① 見守り機器

（利用者がベッドから離れようとしている状態又は離れたことを感知できるセンサー

であり、当該センサーから得られた情報を外部通信機能により職員に通報できる利用

者の見守りに資する機器）

→加算(Ⅰ)の場合、すべての居室への導入が必要。

→加算(Ⅱ)の場合、1つの居室への導入でも算定可能。

※設置する際は利用者又は家族等に必要な説明を行い、同意を得ること。

※利用者又は家族の意向に応じ、機器の使用を停止する運用は可能。
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② インカム（マイクロホンが取り付けられたイヤホンをいう。）等の

職員間の連絡調整の迅速化に資するICT機器

（ビジネス用のチャットツールの活用による職員間の連絡調整の迅速化に資するICT機

器も含む。）

※加算(Ⅰ)及び加算(Ⅱ)ともに、同一の時間帯に勤務する全ての介護職員

の使用が必要。

③ 介護記録ソフトウェアやスマートフォン等の介護記録の作成の効率
化に資するICT機器

（複数の機器の連携も含め、データの入力から記録・保存・活用までを一体的に支援
するものに限る。）

生産性向上推進体制加算
対象の介護機器について（3種類）
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加算を取得している場合の委員会

• 構成員

現場職員の意見が適切に反映されるよう、管理者だけでなく、ケアを行う職員を含む幅広い職
種やユニットリーダー等の参画が必要。

• 開催頻度 三月に一回以上

• 開催形態

テレビ電話装置等を活用して行うことができる。

他に事業運営に関する会議（事故発生の防止のための委員会等）を開催している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、他のサービス事業者との連携等によ

り行うことも差し支えない。
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加算を取得している場合の委員会

• 議論の進め方

「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン」を参考にした上で、次の
(1)～(4)の事項について必要な検討を行う。

(1)利用者の安全及びケアの質の確保

(2)従業者の負担の軽減及び勤務状況への配慮

(3)介護機器の定期的な点検

(4)職員に対する研修

※具体的な検討内容は導入する介護機器の種類により異なるため、実態に応じた検討が必
要。例えば、加算(Ⅱ)でインカムのみ導入する場合には、次ページ記載の(1)①の項目など、
必ずしも検討の必要がない場合もある。
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加算を取得している場合の委員会

➢検討事項

(1)利用者の安全及びケアの質の確保

① 見守り機器等から得られる離床の状況、睡眠状態やバイタルサイン等の情報を基に、

介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種が連携して、見守り機器等の導入

後の利用者等の状態が維持されているか確認すること。

② 利用者の状態の変化等を踏まえた介護機器の活用方法の変更の必要性の有無等を確認

し、必要な対応を検討すること。

③ 見守り機器を活用する場合、安全面から特に留意すべき利用者については、定時巡回

の実施についても検討すること。

④ 介護機器の使用に起因する施設内で発生した介護事故又はヒヤリ・ハット事例の状況

を把握し、その原因を分析して再発の防止策を検討すること。
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加算を取得している場合の委員会

➢検討事項

(2)従業者の負担の軽減及び勤務状況への配慮

実際に勤務する職員に対して、アンケート調査やヒアリング等を行い、介護機器等の導入
後における次の①から③までの内容をデータ等で確認し、適切な人員配置や処遇の改善の
検討等が行われていること。

①ストレスや体調不安等、職員の心身の負担の増加の有無

②職員の負担が過度に増えている時間帯の有無

③休憩時間及び時間外勤務等の状況

14



加算を取得している場合の委員会

➢検討事項

(3)介護機器の定期的な点検

次の①及び②の事項を行うこと。

① 日々の業務の中で、あらかじめ時間を定めて介護機器の不具合がないことを確認する

などの不具合のチェックを行う仕組みを設けること。

② 使用する介護機器の開発メーカー等と連携し、定期的に点検を行うこと。

(4)職員に対する研修

介護機器の使用方法の講習やヒヤリ・ハット事例等の周知、その事例を通じた再発防止策
の実習等を含む職員研修を定期的に行うこと。

また、加算(Ⅰ)を算定するに当たっては、上記に加え、職員間の適切な役割分担による業
務の効率化等を図るために必要な職員研修等を定期的に実施すること。
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委員会の開催について違いあり

加算を算定しない場合 加算を算定する場合

構成員 各事業所の状況を踏まえ、必要な構成メ
ンバーを検討
※幅広い職種により構成することが望ま
しい。

現場職員の意見が適切に反映されるよう、管
理者だけでなく、ケアを行う職員を含む幅広
い職種やユニットリーダー等の参画が必要

開催頻度 各事業所の状況を踏まえ、適切な開催頻
度を検討。委員会の開催が形骸化するこ
とがないよう留意する必要あり。
(各年度に最低１回は開催が必要）

三月に一回以上の開催が必要

議題等 生産性向上ガイドラインを参考に取組を
進める

生産性向上ガイドラインを参考にした上で、
①から④の事項について必要な検討を行う。

①利用者の安全及びケアの質の確保
②従業者の負担の軽減及び勤務状況への配慮
③介護機器の定期的な点検
④職員に対する研修
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◆ 委員会の開催について、生産性向上推進体制加算を取得するか否かで以下の違いがある。



職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及びケアの質の
確保並びに職員の負担軽減について
(加算(Ⅰ)の条件の一つ「職員間の適切な役割分担の取組等を行うとともに」のこと)
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委員会における議論 職員研修等の実施

取組の実施委員会における取組状況の確認

• 業務内容の明確化や見直しを行い、職員間の適切な役割分担を実施すること。

【想定される取組の事例】
✓負担が集中する時間帯の業務を細分化し個人に集中することがないよう平準化すること。
✓特定の介護職員が利用者の介助に集中して従事することのできる時間帯を設けること。
✓いわゆる介護助手の活用（食事等の準備や片付け、清掃、ベッドメイク、ごみ捨て等、利用者の
介助を伴わない業務を集中的に実施する者を設けるなどの取組）を行うこと。

✓利用者の介助を伴わない業務の一部を外注すること。



実績報告について

◼事業年度毎に1回、生産性向上の取組に関する実績について
厚生労働省への報告が必要

• 加算(Ⅱ)の場合 以下の1～3について報告

• 加算(Ⅰ)の場合 以下の1～5すべてについて報告

1.利用者の満足度等の評価

2.業務時間及び超過勤務時間の調査

3.年次有給休暇の取得状況の調査

4.介護職員の心理的負担等の評価

5.業務時間(直接介護、間接介護、休憩等)の調査
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実績報告について
1.利用者の満足度等の評価

1.生産性向上推進体制加算に
関する様式の別添1・利用
者向け調査票を使い、
WHO-５調査(利用者における
満足度の変化)の実施及び生
活・認知機能尺度の確認を
行う。

※5名程度の利用者が調査の対象。

※加算(Ⅱ)の場合で、対象者が5名
未満の場合は対象となる利用者の
最大数
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実績報告について
2.業務時間及び超過勤務時間の調査
3.年次有給休暇の取得状況の調査

2.(生産性向上推進体制加算に関する様式の)
別添2・施設向け調査票により、対象事業
年度の10月(※1)における介護職員の1月当た
りの総業務時間及び超過勤務時間を調査
(※2)すること。

(※1)本加算を算定した初年度においては、算定を開始
した月とすること。

(※2)総業務時間及び超過勤務時間は調査対象者全体の
平均値を報告すること。

3.別添2により、対象事業年度の10月を起点
として直近１年間の年次有給休暇の取得日数
を調査(※3)すること。

(※3)年次有給休暇の取得日数は調査対象者全体の平均
値(小数点第１位まで)を報告すること。 20



実績報告について
4.介護職員の心理的負担等の評価

• (生産性向上推進体制加算に関する様式の)

別添3・介護職員向け調査票により、
SRS-18調査(介護職員の心理的負担の変化
及び職員のモチベーションの変化に係る調
査)を実施すること。
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実績報告について
5.業務時間(直接介護、間接介護、休憩等)の調査

• (生産性向上推進体制加算に
関する様式の)別添4・介護
職員向け調査票により、5
日間の自記式又は他記式によ
るタイムスタディ調査を実施
すること。

※1～5までの調査について、
調査実施にあたっては、介護
職員や利用者等に説明を行い、
調査への同意を得ること。同
意が得られない場合は、調査
の対象としないこと。
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実績報告について

報告方法

• 電子申請・届出システムによりオンラ
インにて(生産性向上推進体制加算に関
する様式の)別紙1・生産性向上推進
体制加算に関する取組の実績報告書
を添付し報告をすること。

• 加算Ⅱは赤枠の中のみ回答、加算Ⅰは
青枠のとおりすべての項目を回答する
こと。
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生産性向上推進体制加算関連URL

•生産性向上推進体制加算に関する様式
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html

•実績報告URL（電子申請・届出システム）
https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/report/

•令和６年度介護報酬改定 生産性向上推進体制加算について
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001280909.pdf
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↑令和６年度介護報酬改定 生産性向上推進体制加算について 9pより



加算(Ⅱ)から(Ⅰ)に変更、
もしくは、最初から加算(Ⅰ)を取得する場合

提出書類

• 介護給付費等算定に係る体制等に関す
る届出書(届出書鑑)

• 別紙1-3 (介護給付費算定に係る体制
等状況一覧表)

• 別紙28

(生産性向上推進体制加算に係る届出書)

• (生産性向上推進体制加算に関する様
式の)別紙2・生産性向上推進体制加
算(Ⅰ)の算定に関する取組の成果

• 委員会議事録
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新たに加算(Ⅱ)を取得する場合

提出書類

• 介護給付費等算定に係る体制等に関
する届出書(届出書鑑)

• 別紙1-3

(介護給付費算定に係る体制等状況
一覧表)

• 別紙28

(生産性向上推進体制加算に係る届出書)

• 委員会議事録
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